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表 序－１  本研究で対象としている｢二つの専攻科｣ 




教育権保障の歴史的な背景については ,田中 (2006)の整理を活用する．田中 (2006)
は,1872 年の学制発布から今日に至るまでの障害児の教育保障を｢国民皆学･就学義務の奨
励と表裏一体をなしてきた不就学との闘いの歴史であり,学校教育を開いていく歴史であ
                                                 
5 ｢全専研｣(2008)『もっと勉強したい!－障がい青年の生活を豊かにする学びと｢専攻科｣』,クリエイツ
かもがわ,扉,18,57,66-68 より引用 
 特別支援学校等専攻科 福祉事業型専攻科 
管轄省庁 文部科学省(学校教育) 厚生労働省(福祉事業) 






国公立特別支援学校 1 校 
私立特別支援学校８校 
私立高等学校 1 校 
私立高等専修学校 1 校 
NPO 法人立各種学校 1 校(無認可) 
自立訓練(生活訓練)事業  
就労移行支援事業 
就労継続支援 B 型事業 35 事業所    
生活介護事業 
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表 序－２ 本研究で実施する調査の一覧 















３校,教員 22 名 
＜福祉事業型専攻科＞ 

















































































高等部教員 45 名 
<障害児入所施設(福祉型)> 



































































































































































 学校名 所在地 設置年度 
私立 いずみ特別支援学校 宮城県仙台市 1969(昭和 44)年 
私立 光の村養護学校土佐自然学園 高知県 1975(昭和 50)年 
私立 旭出特別支援学校 東京都 1981(昭和 56)年 
私立 聖坂養護学校 神奈川県横浜市 1985(昭和 60)年 
私立 若葉高等学園 群馬県前橋市 1994(平成 6)年 
私立 特別支援学校聖母の家学園 三重県四日市市 1995(平成 7)年 
私立 三愛学舎特別支援学校 岩手県二戸郡 1996(平成 8)年 
国立 鳥取大学附属特別支援学校 鳥取県鳥取市 2006(平成 18)年 
私立 光の村養護学校秩父自然学園 埼玉県秩父市 2008(平成 20)年 
 
表２－２ 専攻科を設置する高等学校等 
 学校名 所在地 設置年度 
NPO法人立 見晴台学園高等部 愛知県名古屋市 1990(平成２)年 
私立 鹿児島城西高校 鹿児島県鹿児島市 1999(平成 11)年 




 学校名 所在地 設置年度 
 いずみ特別支援学校 宮城 仙台市 1969( 44)  
私立 光の村養護学校土佐自然学園 高知県 1975(昭和 50)年 
 旭出特別支援学校 東京都 1981( 56)  
私立 聖坂養護学校 神奈川県横浜市 1985(昭和 60)年 
 若葉高等 園 群馬 前橋  1994( 6)  
私立 特別支援学校聖母の家学園 三重県四日市市 1995(平成 7)年 
私  三愛学舎特別支援学校 岩手 二戸郡 1996( 8)年 
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私立 光の村養護学校秩父自然学園 埼玉県秩父市 2008(平成 20)年 
 
表２－２ 専攻科を設置する高等学校等 
 学校名 所在地 設置年度 
NPO法人立 見晴台学園高等部 愛知県名古屋市 1990(平成２)年 
 鹿児島城西 校 鹿児島県鹿児島市 1999( 11)  
私立 やしま学園高等専修学校 大阪府堺市 2003(平成 15)年 
 
表 1－１ 専攻科を設置する特別支援学校 






















































































































                                                 




































て,そのうちの何人か(例えば 2017 年度３名,2018 年度１名,2019 年度２名)が,成人の入所
                                                 
9特別支援学校高等部を類型別に５つに分類し,特徴と学校数（割合）を考察したもの 




















































表１－３は,2010 年から 2018 年までの過去９年間にわたる『全国大会報告集』を参照し
 
表 １－３ 全障研｢後期中等教育･卒後の課題｣｢18歳以降の教育｣分科会における問題意識 
                         





















































































































































































































































































































































































































































ができる .1964 年といえば ,オリンピック景気に沸く高度経済成長期である .働く青年にと
っては ,辛い現実に直面することも多かったであろう .また ,障害程度の重い卒業生は ,仲間
と会う機会も少なく ,地域における活動の場も少なかったことが推察される . 
青年学級では ,現実の生活に則した課題を取り上げることが多い .その場で改善を図ると
いうより ,集団の力を活かし ,改善に向けて当事者の主体性を高めるような活動が展開され




語をベースに ,自分たちの生活に引きつけた劇として上演することを通して , 日頃の思い
を台詞に乗せて表現できる . 職場でいじめにあっていた青年は ,｢仕事 ,辞めない方がいい
よ｣という台詞を ,どうしても言うことができなかった .しかし ,この劇を通して ,会社に事情
を話し,配置換えをしてもらうことができたそうである . 
山﨑(2001)は ,青年学級について｢職場･家庭･地域の結節点｣となる存在であると述べ ,教







るが ,東京都清瀬市のように ,障害福祉課の管轄で実施されている青年学級は少なく (竹野 ,
飯島,上野,長田 2019),愛知県名古屋市のように ,教育委員会の委託事業として実施している





















































































































































































































































































































































































































調 査 内 容 
調 査 対 象 
特別支援学校等専攻科 福祉事業型専攻科 合 計 
アンケート調査 ３校(22 名) ７事業所(26 名) 10 ヶ所(48 名) 
訪問調査 １校 ３事業所 ４ヶ所 











学校専攻科３校(教員 22 名），福祉事業型専攻科７事業所(支援スタッフ 26 名）．2012 年



































私立特別支援学校(S 学園)校長 1 名，私立高等専修学校(Y 学園)教諭 1 名，社会福祉法












































































学校専攻科では,特別支援学校には A 判定の学生もいるが,高等専修学校には B 判定の学
生が多い.福祉事業型専攻科では,多機能型には A 判定の学生もいるが,自立訓練事業単独






















A 18(25.7％) 1(1.9％) 17(18.9％) 19(41.3％) 55 
B 52(74.3％) 22(39.2％) 73(81.9％) 27(58.7％) 174 
未 ０(０％） 33(58.9％) ０(０％） ０(０％) 33 





表３－３ 卒業(卒所)後の進路先 (人) 
 学校専攻科(３校) 福祉事業型専攻科(７事業所) 































































キーワード 学校専攻科 福祉事業型専攻科 
社会へ･自立 ２ ６ 
人格 １ ４ 
本人(家族)のニーズに応える ２ ３ 
集団・共に ２ ２ 
(教育の)代替として ０ ３ 
生活 ０ １ 












































































































を内包した事業であり ,現場ではそのための工夫が模索されていることが窺えた．  






















































































































































５ １ ４ 
































































































































































































































































































































































































































































































































































































着目している .序章で述べたように ,「教育カリキュラム･プログラム」は ,教育課程と活動プ









整理する .一つは ,発達主体である青年にとっての ,専攻科(青年期)ならではの学びとして位
置づけている教育活動 ,二つは ,その教育活動を学生 (利用者)に意識づけるために効果的と
考えられる学習形態である(２節).次に ,教育カリキュラム･プログラムに『ユネスコ学習権























2017 年度全専研全国集会の基調報告に掲載された学校専攻科 13 校と福祉事業型専攻科













学習権宣言』に謳われた６つの学習権を提示し ,各々に該当する教育活動を回答 . 
５．視点 
検討するための視点として次の二点を置く .  


















ない .教育の階梯として ,後期中等教育 (高等部 )の次は高等教育になるが ,教育カリキュラ





















また ,青年期に必要な教育課程に関して ,渡部(2000)は ,｢青年期の人格発達を総合的に保
障するには ,教育課程はトータルな領域で構成される必要がある｣と述べ ,｢青年期教育の教




くらし (くらし ,健康 ,情報 ,食 ,ふれあい ,基礎),②労働 (実習 ,ボランティア ,職場見学),③余暇
(スポーツ ,漢字検定),④教養講座 (食文化,性教育 ,音楽･美術鑑賞 ),⑤研究ゼミの５領域があ
る(渡部 2009). 更に, 渡部(2017)は ,５領域を「大人の活動」である ,くらし,余暇,労働と,「学
生の学び」である ,教養,研究ゼミに分類している . 
一方 ,福祉事業型専攻科のプログラムについては ,船橋(2017)(2018)が ,①自分の身体と健
康･スポーツ ,②自分を豊かに ,③進路学習･進路相談･就労体験 ,④障がいの受容･人権･主権
72 
 
者 ,⑤青春を楽しむ ,⑥地域で生きる ,の６領域を提案し ,具体的には ,ハンセン病療養所 ,日本
の古典(枕草子など), 青春の短歌 ,コンセプチュアル･アート ,ボディパーカッション ,ヨガ ,
期日前投票などを取り上げている .船橋(2018)は ,学校教育と比較して ,より地域活動を重視



























等を基に,比較的よく実施されている 29 例を設定し,「発達主体である青年にとっての ,専攻
科ならではの学び」と位置づけて実施しているかどうかを ,｢強く位置づけている (４点),や
や位置づけている(３点),あまり位置づけていない(２点),実施していない(１点)｣の 4段階で



















日常生活指導(ADL) 3.30 3.17 
ソーシャルスキルトレーニング 3.30 3.26 
日常生活のマナー学習 3.50 3.37 
体調管理･体力増進 3.30 3.32 
家事スキルの習得(洗濯､調理､裁縫､清掃など) 3.10 2.84 
調理計画の立案と実習 3.00 3.53 
通帳やキャッシュカードの作成 2.00 2.16 
給料や年金に関する学習 2.60 2.32 
宿泊体験 3.10 2.84 
生産活動(農作業､製菓､クラフト製作など) 3.40 2.58 
事業所見学 3.10 3.00 
就労体験や職場実習 3.50 2.74 
パソコン学習 2.80 3.00 
ビジネスマナー 2.90 2.37 
音楽活動 3.30 3.11 
美術･造形活動 3.20 3.16 
スポーツ･レクリエーション 3.30 3.32 
野外活動 2.70 3.00 
登山･トレッキング 2.30 2.05 
文字や漢字の学習 3.20 2.84 
計算ドリル 2.40 2.37 
文学(物語､短歌､俳句など)に親しむ学習 2.67 2.58 
テーマに沿った研究･発表活動 3.30 3.37 
大学生との交流 2.30 2.05 
地域イベントへの参加 3.30 2.79 
模擬店や模擬喫茶店の運営 3.00 2.37 
メイクやおしゃれの学習 2.40 2.58 
心と身体の学習(性教育) 3.00 2.79 
自治会活動 2.70 2.58 







































































校及び事業所で強く位置づけられ ,実施されていた .二番目は ,同率で｢生産活動｣｢調理計画
の立案と実習｣(いずれも 27.6％)であり,三番目も同率で｢ソーシャルスキルトレーニング｣










次に ,29 例各々の平均値について ,学校専攻科と福祉事業型専攻科を比較した結果 (表４
－１)を分析する .前述したように ,全体的に見ると ,｢テーマに沿った研究｣が｢発達主体であ
る青年の学び｣として圧倒的な度合で｢とりわけ強く｣位置づけられているが ,平均値として
は,学校専攻科 3.30,福祉事業型専攻科 3.37で ,それを上回る項目もある .学校専攻科では｢就
労体験や職場実習｣｢日常生活のマナー学習｣(いずれも 3.50)や ,｢生産活動｣(3.40)，福祉事業





｢音楽活動｣があるが .これ以外の活動例の平均値には ,ばらつきがある .例えば ,学校専攻科
の平均値が高く ,福祉事業型専攻科の平均値が低いものとして｢生産活動｣｢就労体験や職場
実習｣｢ビジネスマナー｣｢文字や漢字の学習｣｢地域イベントへの参加｣｢模擬店や模擬喫茶店




｢調理計画の立案と実習｣は ,多くの福祉事業型専攻科で重要視されており ,毎週 1 回 ,或い
は隔週に 1 回，仲間と話し合い ,協力し合って自分たちの昼食を作る事業所もある .一方,学








づけている｣の割合は ,前者が 50.0％,後者が 60.0％である.学校専攻科では ,これらの教育活
動を通して仲間との協働を育もうとしていることが推察できる . 
｢大学生との交流｣は ,学校専攻科 ,福祉事業型専攻科共に平均値が低かったが ,｢とりわけ
強く｣位置づけている福祉事業型専攻科は皆無で ,52.6％の事業所では ,実施すらされてい
ない .福祉事業所である福祉事業型専攻科が大学と接点を持つためには ,教育機関を補完す




いる学習形態 15 例を設定して提示し,「発達主体である青年にとっての ,専攻科ならではの
学び」を学生(利用者)に意識づけるための工夫として重視しているかどうかを ,｢とても重視
する(４点),やや重視する(３点),あまり重視しない(２点),全く重視しない(１点)｣の 4段階で
回答していただいた .４件法で解析した結果 (平均値)を ,学校専攻科 ,福祉事業型専攻科に分
けて表４－２に ,また ,とりわけ強く位置づけているものを３項目選択していただいた結果
を図４－２に表す.  






青年同士の話し合い･ディスカッション 3.40 3.84  
振り返り活動 3.70 3.68  
実体験を伴う活動 3.90 3.89  
外部講師の招聘 2.90 3.26  
地域交流 3.00 3.11  
障害のない同世代の学生との交流 2.70 2.74  
近隣の公共施設の利用 3.30 3.26  
公共交通機関の利用 3.50 3.39  
年金･成人式等 20 歳の節目の意識づけ 3.30 3.17  
自分たちで活動の計画を立てる 3.50 3.74  
自己選択 3.90 3.89  
自己決定 3.90 3.89  
一人で何かをする 3.50 3.16  
大学をイメージした学習内容や教科名 2.70 2.42  
親離れの促し 3.50 3.21  






けるために ,とりわけ重視されている学習形態は ,図４－２の通りである .15 例のうち ,回答
数が一番多かったのは ,｢青年同士の話し合い･ディスカッション｣｢実体験を伴う活動｣｢自
己決定｣の 51.7％で ,半数以上の学校及び事業所で強く位置づけられ,実施されていた .次い
で｢自己選択｣の 44.8％ ,｢振り返り活動｣の 31.0％である .この結果から ,全体的な傾向とし







攻科 90.0％,福祉事業型専攻科 84.2％で,むしろ高い.第３章で述べた ,｢施設･設備面の不備
を補い ,更には ,手続きを自分たちでおこなうこと (社会参加 )や ,地域の人と一緒に利用する
こと(交流･共同学習 ,インクルージョン)で教育的効果を高めている｣という実態とも合致し
ている .その一方で ,｢とりわけ重視する｣の回答がなかった事実からは ,｢近隣の公共施設の
利用｣を対症療法的に捉えており ,実際には ,施設･設備の充実や ,それを可能にする制度の裏
付けを求める現場の要望が強いことも窺えた . 
（２）学校専攻科と福祉事業型専攻科の比較 













































型専攻科の職員の方が ,より学生 (利用者 )とフラットな関係を築きやすいことも推察され
る. 
 ｢外部講師の招聘｣｢自分たちで活動の計画を立てる｣の２項目は ,福祉事業型専攻科の平
均値の方が高い .前者は ,福祉事業型専攻科の自由度の高さを ,後者は ,｢調理計画の立案と実














した｢研究 (48.3％)｣を重視しつつ ,就労や社会参加 ,人との関わりに関する体験的な学びに
も重きを置いていることが明らかになった .研究については高等教育との関連で後述する . 
体験的な学びについては ,図４－１より ,｢就労体験や職場実習 (20.7%)｣｢生産活動















も推察される .渡部(2009)は ,｢瞬間移動ではない｣と指摘するように ,｢二重の移行期に ,ゆっ
くりと時間をかけて学ぶ｣という｢二つの専攻科｣が担っている時間的な延長の部分が ,教育
カリキュラム･プログラムに反映されたものと捉えることができる . 














ここでは,高等教育を大学との関連で定義づけて論を進めたい .『学校教育法』第 83 条に
よると,大学の目的は ,「広く知識を授けるとともに ,深く専門の学芸を教授研究し ,知的,道徳
的及び応用的能力を展開させること」とある .知的な障害のある青年に則して考えると ,一
つには ,人文 ,社会 ,自然といった学問のエッセンスを ,その人に合った内容で学ぶ大学の教
養課程の部分 ,二つには ,学びから得た力を実社会で活かすことのできる人を目指す職業人
教育の部分に置き換えることができる . 
第一に ,表４－２ ,図４－２より ,｢テーマに沿った研究･発表活動｣が ,殆どの学校･事業所
の教育カリキュラム･プログラムに位置づけられ ,高等教育の側面を一手に引き受けている







第二に ,｢テーマに沿った研究･発表活動｣以外の教育活動において ,その位置づけは弱く ,
学校専攻科･福祉事業型専攻科双方で ,十分に保障されているとは言い難い .質問紙に示し




けている専攻科は 1 箇所のみであった .ただ,｢社理｣｢生活講座｣の名称で ,暮らしと結びつい
た理科的な学習をしているところや ,自分づくりのための科学的知識の獲得を目的として ,
｢心と身体の学習(性教育)｣に取り組んでいるところ ,時事や福祉制度と絡めて社会科的な学
びを取り入れているところがあった .また ,｢音楽活動｣｢美術･造形活動｣や ,舞台発表等の芸
術分野は ,自己解放の位置づけが ,俳句や物語など｢文学に親しむ学習｣はスキルアップの側
面が,それぞれ強いように見受けられた . 
このような現状から ,継続教育(職業人教育 )と考えれば非常に工夫された内容であり ,同
時に高等教育につながるものが ,いろいろな教育活動の中に分散して位置づいていると理
































































 専攻科数 ％ 
よく知っており｢専攻科｣の教育カリキュラム･プログラムの参考にしている ４ 13.8 
よく知っているが｢専攻科｣の教育カリキュラム･プログラムの参考にはしていない ４ 13.8 
聞いたことはあるが詳しくは知らない 18 62.1 






を位置づけていた .具体例の記述からは ,調べ学習にとどまらず ,興味･関心の喚起から発表






美術 ,陶芸 ,写真 ,演劇(聖劇 ,寸劇 ,コントなど ),映像製作 ,俳句 ,川柳などを挙げる学校･事業
所が多く,特に福祉事業型専攻科では 12 事業所で取り組まれていた .聖劇は,建学の精神を
表すものでもあり ,私学ならではの活動と言える .創作活動ではない｢ものづくり｣や作業学
習 ,模擬店･模擬喫茶店の企画･運営を挙げる例もあった .｢想像｣に着目したと推察されるが ,
性教育で他者を知る ,イベント企画でリスクを考えるといった記述もあった . 
４）自分自身の世界を読み取り,歴史を綴る権利 
研究ゼミなどの研究活動(3/9 校,6/20 事業所)と,教育カリキュラム･プログラム名はまち
まちだが自分史 ,生い立ち学習 ,性教育などの活動(4/9 校,4/20 事業所)に,大きく分かれる結










学校行事(2/9 校)やイベント(6/20 事業所)の他 ,生徒会･自治会活動 ,宿泊学習や調理活動
などが挙げられた .｢(担当などを)自分で選び ,責任を持ち ,集団の中で力を発揮する｣｢計画
→実行→振り返りと主体的活動｣｢集団で企画 ,立案し ,運営する｣｢仕入れ ,仕込み,開店 ,会計 ,
振り返り｣といった具体的な活動の流れに関する記述が多く ,一連の流れを体験するために
必要な教育カリキュラム･プログラムが準備されたと理解できる .また ,リレーマラソン ,駅
伝 ,集団球技(フットベースボール,バレーボール),ダンス等,仲間と協力し合って取り組むス
ポーツを位置づけている回答も多かった .生徒会活動を挙げている学校専攻科は少なく





























































































































































図４－３  教育カリキュラム･プログラムに位置づけられた学習権 
注１ 左端の＜５領域＞は渡部(2009)の先行研究により鳥大附属の教育課程表を参照 



































































































































備 ,③高等教育を担う教育カリキュラム･プログラムの充実 ,の三点が明らかになった . 
本章では ,教育カリキュラム･プログラムを実際に運用している｢二つの専攻科｣の教職員
から見た評価と ,保護者から見た専攻科教育の成果から ,教育カリキュラム･プログラムの ,
今後の充実方策を探りたい . 
そのために ,まず ,｢二つの専攻科｣に対する質問紙調査を実施して ,教職員が ,移行期であ
る青年期を教育的に支援する中間的な学びの場としての専攻科の実践を ,制度との関わり












2017 年度全専研全国集会の基調報告に掲載された学校専攻科 13 校と福祉事業型専攻科
35 事業所 ,全体としては 48 箇所.学校,事業所ともに管理的な立場の人(校長,専攻科主任,施
設長 ,サービス管理責任者等 )に記入していただいた .有効回収率は ,学校専攻科９校 (77％ ),
福祉事業型専攻科 20 事業所(54％),全体としては 29 箇所(60％)であった. 
（３）調査の方法 
質問紙調査（2017 年 12 月～2018 年１月実施）.回収した調査票は ,４件法で解析し ,自由
記述欄については ,堀場(2013)の先行研究に倣い ,筆者が類型化して分類した .分析結果の妥
当性を確保するため ,指導教員と検討を重ねた . 
（４）調査項目 
調査項目は ,以下の二つである .①福祉事業型専攻科が青年期教育の一翼を担っている現
状を ,どのように捉えているか .②教職員が ,移行期である青年期を教育的に支援する中間的
な学びの場としての専攻科の実践に関し ,社会に期待することや ,希望する制度･サービス











私立 S 特別支援学校(以下 S 特支)専攻科修了生(25 歳～42 歳)の保護者８名 .S 特支の元
PTA 会長の B さんにコーディネートをお願いした .調査協力者一覧を表５－１に表す .専攻
科修了生のプロフィールも併せて記載している .  
（３）調査の方法と調査項目 
予め以下の項目を示した上で ,筆者が進行役となって自由に語っていただいた．分析方法
は ,各自の発言を録音して逐語録を作成し ,発言内容をカテゴリー別に分類して考察する . 
分析結果の妥当性を確保するため ,指導教員と検討を重ねた . 




・保護者から見て ,専攻科での学びが今の生活にとってどんな意味を持つか  
３．視点 
検討するための視点として ,次の二点を置く . 
一点目は ,｢二つの専攻科｣の実践の指標となる教育カリキュラム･プログラムを ,政策レ
ベル(社会に期待することや ,希望する制度･サービス ),実践レベル (我が子の育ち)との関わ











名前 年齢 性別 障害支援区分 生活の場 就労･日中活動の場 
A さん a さん 42 才 男性 不明 自宅 生活介護事業所 
B さん ｂさん 35 才 男性 ４ 施設 生活介護事業所 
C さん ｃさん 34 才 男性 ４ 自宅 生活介護事業所 
D さん ｄさん 34 才 男性 ６ 自宅 生活介護事業所 
E さん e さん 33 才 男性 １ 自宅 就労継続支援 A 型事業所 
F さん ｆさん 32 才 女性 ３ 自宅 生活介護事業所 
G さん ｇさん 31 才 女性 なし 自宅 特例子会社 




























 表５－２ ｢二つの専攻科｣の協働関係 
 










やや思う  20.0 
累積％    60.0 
とても思う 31.6  
やや思う  42.1 







やや思う  40.0 
累積％    70.0 
とても思う 36.8 
やや思う  52.6 







やや思う  50.0 
累積％    90.0 
とても思う 47.4 
やや思う  52.6 







やや思う  40.0 
累積％    70.0 
とても思う 47.4 
やや思う  42.1 












自由記述欄に寄せられた 55 の意見から,11 のサブカテゴリーを見出した.内訳は,意義




















































































































































































































































































































紙調査を実施した .ここでは ,調査結果に基づき ,実践と制度の視点から見た教育カリキュラ
ム･プログラム運用の検討課題について整理する . 






第二は ,異なる制度を用い ,異なる生徒 (利用者 )が学ぶ｢二つの専攻科｣の間に ,実践面で協
働関係が成立しており ,両者が教育カリキュラム･プログラムのレベルでも協働することに
よって ,更なる発展が期待できることである .調査結果を見ると ,教育の代替であると同時に
独自の存在価値を持つ福祉事業型専攻科が ,青年期の学びにおいてハイブリッドの片方を
担っていることが ,「二つの専攻科」の教職員によって認識されていた .ただ ,若干の温度差
があり ,福祉事業型専攻科の職員の方が ,やや柔軟に捉えていることが指摘できる .学校専攻
科は ,教育の制度で守られていると言えるが ,福祉事業型専攻科との交流を通し ,複合的な視
























カテゴリー 発 言 例 











家 庭 だ け





























a さんの場合は,単独または友だちと一緒に行動している.b さんと c さんにとって,それ
は,やや難しい課題であるが ,b さんは専攻科の教育活動の中で ,c さんは､職場実習の中で ,し





























































































































































教育環境と教育内容の二側面から考察し ,今後の課題に言及する . 
（１）教育環境 
S 特支の専攻科では ,スポーツ(体育)や芸術等 ,高等部本科から継続して取り組まれている
教科学習の他に ,専攻科独自の特長的な教育課程として｢演習」｢経済｣｢生活講座｣｢研究ゼ
ミ｣の４科目を設定している (学校要覧 ,研究紀要参照 ).このうち ,｢研究ゼミ｣はテーマ別 ,そ
れ以外は､学習到達度や発達段階に関わらず生徒の希望に添った形（学習内容別）でグルー
プ編成をしており ,基礎となるクラス集団も ,学年･発達段階が混在した等質グループ編成
となっている .保護者が評価している｢仲間づくり｣には ,このような背景がある . 
｢お世話する｣｢お世話される｣という立場の違いから発生した人間関係が ,上下関係でな
く ,心の交流や自己肯定感の確立の側面を伴って成立していることに対して ,また ,それによ
る我が子の成長や変化に対して ,障害の軽重に関係なく感動を覚える保護者が多かった . 








りは ,余暇に委ねるしかない . 
｢少しでも長く｣という言葉には消極的な響きもあるが ,積み重ねられた人間関係が専攻
科で花開き ,卒業後もその関係が続いていくという意味で ,このような教育環境があること
を積極的に捉える保護者の期待に ,支援者もまた応えていく必要性を感じる . 
（２）教育内容 
S 特支には ,４つの特長的な教育活動があると先述したが ,中でも｢研究ゼミ｣に関する評
価が高く ,この学習から経験したことが,｢自主性の発揮｣という形で,在学中のみならず卒
後の日常生活や社会参加にも活かされていた. 
また ,あとの３科目のうち ,｢生活講座｣では ,生活に根ざした事柄について学び ,｢青年らし




















ど本人の生きづらさにつながらないよう ,細やかな合理的配慮が求められる . 
二つ目は ,政策レベルの課題で ,専攻科で得たものを継続させるための社会資源の整備で
ある .卒後に交流する機会があってこその｢一生ものの仲間｣である .学校だけでなく ,多くの











て ,実践･制度との関わりから ,どのように考えているか ,また ,修了生の保護者が ,我が子にと
っての専攻科教育の意義を ,どのように捉えているか ,この二点について述べた . 
｢二つの専攻科｣は実践面で協働しているが ,実践交流にとどまらず ,お互いの教育カリキ
ュラム･プログラムから学ぶというレベルでの協働も更に進めていきたいところである .そ
のためには ,実践と政策の視点が不可欠である .そして ,教育カリキュラム･プログラムの課
題を整理し,その解決に向けて取り組むことが,｢二つの専攻科｣で学ぶことの意義の発信に
もつながると指摘できる .ここでは ,今後 ,どのような視点で｢二つの専攻科｣の教育カリキュ
ラム･プログラムを検討していくことが充実方策につながるのか ,その方向性について考察
したい. 





て｣といった発言が採取されている .現行の法律 (例えば障害者総合支援法 )に注釈を付ける
などして ,福祉事業型専攻科が青年期の学びを担う機関であることを明記することを提案
したい. 




した｢５領域｣が一つのモデルとなっているほか ,伊藤 (2015),船橋(2017)の先行研究や ,高等




れたい . 政策との関わりでは ,制度に則して教育カリキュラム･プログラムを見直すことに
なるが ,同時に ,生徒(利用者)の学びにとって何が大切かという個の育ちの視点も必要であ
ると考える .運用レベルにおいて ,両者の融合を図ることが求められる . 





置づけていく必要がある .また ,成果だけでなく課題も明らかになっているので ,改善のため
の検討を進める必要がある .加えて ,多様化する生徒の実態や進路の課題への対応から ,理念













































































































































































































































































































































































































































































                                                 










































































                                                 

























を保障するために必要なことを明らかにした上で ,｢専攻科｣の役割について展望したい . 
２．調査の対象と方法 
（１）対象 (表 補-１参照) 
調査 A：WAM NET にて検索･抽出した(北から都道府県別に通し番号をつけた奇数番号の )
福祉型障害児入所施設(以下:施設)124 箇所の施設長(124 名)と児童指導員または
保育士(各施設５名ずつ計 620 名).有効回収数は,施設長アンケート 70 通(56％)･
施設職員アンケート 335 通(54％). 2016 年９月９日～30 日に実施. 
調査 B：東海北陸７県下で ,障害児入所施設から通学する生徒が在籍しているとホームペー
ジ等で確認された公立特別支援学校(以下 :学校)23 校の進路指導主事(23 名)と高
等部教諭 (各校５名ずつ計 115 名 ).有効回収数は,進路指導主事アンケート９通




表 補－1 質問紙の送付数と回収数  




























































































































表 補－３ 進路支援の取り組みを開始する時期の変化 
表 補－４ 移行先を決定するにあたって重視していること 
      
 




























































































表 補－５ 中間的な学びの場への期待度 
 
表４ 「 な学びの場」 待度 
 
障害程度の重い人について   障害程度が軽く 
家庭基盤が弱い人について 
 
(回答者)高等部教員 施設職員    高等部教員 施設職員 
 
｢中間的な学びの場｣を利用させたい   40％    60％       84％   92％ 
｢専攻科｣に通わせたい         34％    51％       82％   93％ 
 
強く思う,やや思う,あまり思わない,思わない,から｢強く思う｣と｢やや思う｣を選択した人の割合 

































































































活動についていっているのか ,見極めつつ進めていくことが求められる . 
第二に,移行先の決定にあたり ,障害程度の軽い人の意向は,比較的,尊重されていた . 反面,
日中活動の場･暮らしの場ともに移行先が少なく ,本人の意向や教育ニーズを尊重した進路
支援をおこなおうとしても ,現実的に進めにくいという実態があった . 
第三に ,入所施設 ,特別支援学校 ,児童相談所などの関係機関において ,進路支援の取り組
みの棲み分けと連携がなされていた .それぞれに依拠する法律･制度が異なることから難し
い側面もあろうが ,今後,｢協働｣の関係へと高めて行くことが望まれる . 
第四に ,学校卒業後 ,社会へ出るまでの間に何らかの準備期間が必要であると考える支援
者が多く,｢中間的な学びの場｣への潜在的ニーズがあった .特に,家庭基盤が弱く障害程度が





























































す声かけは ,学校での実施が若干少なく ,先述した伊藤 (2014)の研究にある高等部の現状と























図 補－１ 心配を解消するための取り組み① 










































不足が指摘できる .  
図 補－３ 心配を解消するための取り組み③ 










卒後･退所後 ,学校では ,一般的に１～３年のアフターフォローを実施しているが ,施設で
は,フォローする期間がそれより短く ,１年未満のところも 30％ある.実施頻度が｢十分であ




年度版 ),していない 31.0％ (28 年度












表 補－10 アフターフォローの実施年数 
表 補－11 アフターフォローの実施頻度 
表 補－12 アフターフォローの実施内容 
130 
 
に関する対応が多く ,障害程度の重い人に対しては ,転職 ,異性関係 ,金銭管理 ,近隣トラブル
への対応が少なかった.これらは,社会との関わりの中で生じやすい問題であるため ,重い人
ほど社会との接点が減っている ,つまり管理された生活を送っていると推察される . 
一方 ,障害程度が軽く家庭基盤が弱い人に対しては ,保護者との関係に関する支援が少な





質問紙の自由記述欄には ,アフターフォローに関する記述が 73 あり ,今後,求められる課
題を ,①制度の充実 (13),②移行先との連携の充実 (19),③学校･施設の機能の充実 (26),④個
別対応の充実(11),⑤保護者対応の充実(４)の５つの類型に分類できた(表補－13 参照). 
移行後の生活を支援する制度そのものが乏しく ,移行先との連携も取りにくい実態が窺











る ,具体的な取り組み内容の違いを整理できたことである .各学校･施設で ,それぞれに工夫
されているのだが ,必要だと思う支援と実際に取り組んでいる内容に若干の乖離が見られ









































































































































できる .しかし ,それさえ活用できない青年も多い .特に ,障害児入所施設から特別支援学校
高等部に通う青年は ,暮らしの場と経済的な基盤が不足しがちである .彼らが安心して学ぶ
ことのできる新たな教育福祉実践の場を展望する必要がある . 






第三は ,児童福祉と障害福祉の連携である .ここでは ,社会的困難の一つの側面として ,障




青年期は ,｢子どもから大人へ｣｢学校から社会へ｣の二重の移行期 (坂井 2000)であると同






運用においても ,｢移行期｣という考え方が必要になってくるのではないか . 







｢専攻科｣は ,青年期の教育を担う場であり ,学校教育と教育福祉実践との協働で ,質と量の
両面から,そのような学びの場を充実させていく必要がある.今後,専攻科に求められるであ
ろう役割について ,二つに集約できる . 
第一は ,｢専攻科｣などの｢中間的な学びの場｣を ,アフターフォローを集団でおこなう場と









模索し ,実践することである .２節の調査結果から ,特に ,障害程度が軽く家庭基盤の弱い人
たちに対し｢中間的な学びの場｣があればと願う支援者は ,学校･施設ともに多かった .本来





















るが ,筆者の知る範囲では ,いくつかの自治体で生保受給者が高等部卒業後 ,上級の学校に進
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設置主体 学校法人 NPO法人 学校法人 社会福祉法人 
設立年月日 １９７８年４月１日 １９９０年４月１日 １９６６年４月１日 ２０１０年４月１日 
専攻科設置年月日 １９９６年４月１日 １９９０年４月１日 ２００３年４月１日 ２０１０年４月１日 
1学年の定員 １５名 １０名 ２０名 １５名 
現在の学生数 ７３名(うち専攻科は３３名) ３３名 ２４名 １０名 
教員数 ３１名  ７名  ２名  ３名 






夏休み ２４日 ４０日 ４０日 ３日 
冬休み ２４日 １０日 １４日 ５日 
春休み ２３日 ２０日 １４日 ３日 












普通教室 ５室   ６室    ９室    ２室 
特別教室 １４室 １室  ４室  
調理室 ○ ×  ○ × 
音楽室 ○ × ○ × 
理科室 × ×  × × 
視聴覚室 × ×  × × 
PC 室  × × ○ × 
作業室 ○ × ○(木工室) × 
ホール ○ ○ × × 
体育館 ○ × ○ × 
運動場 ○ × × × 
その他    ミニキッチン 
パソコンスペース 





療育手帳Ａ1 １８名  １名 ０名  
Ａ2 ０名   － １名 
Ｂ1 ５２名  ３名 １名 
Ｂ2  ０名  １９名 ８名 








一般就労  １名 ２０名 １８名  １名 
就労移行  ０名 １２名 ７名  ５名 
就労継続Ａ  ２名  １名  ３名  １名 
就労継続Ｂ  ４名 ２０名 ５３名  ０名 
生活介護  ２名  １名  ０名  ０名 
入所施設  ０名  ０名  ０名  ０名 
在宅 ２名 ５名  １名  ０名 
入院  １名  ０名  ０名  ０名 


































設置主体 株式会社 社会福祉法人 社会福祉法人 NPO法人 
設立年月日 ２００８年年６月25日 １９８０年１２月１日 年４月１日  
専攻科設置年月日 ２０１１年４月１日 ２００６年１１月１日 ２００８年４月１日 ２０１２年３月１日 
1学年の定員 １５名(全体で３０名) 全体で８名 全体で１６名 １０名（全体で２０名） 
現在の学生数 ３２名 １２名 １６名 ２４名 
教員数 ８名  ３名  ４名 ７名(ボラスタッフ２１名) 






夏休み ７日 ４日 ５日 ５日 
冬休み ７日 ７日 ５日 ５日 
春休み ０日 ０日 ０日 ３日 








普通教室 ４室   １室    １室   ３室 
特別教室 ２室 １室  ０室 ０室 
調理室 × ○  ×  × 
音楽室 × × × × 
理科室 × × × × 
視聴覚室 × × × × 
PC 室  × ○ × × 
作業室 × ×  ×  × 
ホール × ○ × × 
体育館 ×  × × × 
運動場 × × × × 
その他 ミニキッチン付スペース   調理室兼ランチルーム 





療育手帳Ａ1 １名 不明  ２名 ４名  
Ａ2  ３名 １７名 
Ｂ1 １０名 １６名 １４名 
Ｂ2 １７名 １１名 ５名 








一般就労 ０名 ６名  １名  
就労移行  ６名 ２名  ６名  
就労継続Ａ  ０名 ２名  ０名  
就労継続Ｂ  ６名 １８名 １２名  
生活介護  ０名 １８名 １２名  
入所施設  ０名  ２名 ０名  
在宅  ０名  ３名 ０名  
入院  ０名  １名 ０名  
その他 通信講座１名、自立訓練
(機能訓練)事業１名 

































設置主体 NPO法人 一般社団法人 
設立年月日 ２０１２年１月５日 ２０１１年４月１日 
専攻科設置年月日 ２０１２年４月１日 ２０１１年４月１日 
1学年の定員 １０名 １０名 
現在の学生数 １６名 １１名 
教員数  ８名 ４．４名(管理者１名含む) 






夏休み ３日 土日含む７～８日 
冬休み ７日 土日含む９～１０日 
春休み ０日 ０日 








普通教室 ２室   ３室   
特別教室 ０室 ０室 
調理室  ×  × 
音楽室 ×  × 
理科室 ×  × 
視聴覚室 ×  × 
PC 室 ×  × 
作業室  ×  × 
ホール ×  × 
体育館 ×  × 
運動場 ×  × 
その他   





療育手帳Ａ1 ４名 ５名   
Ａ2 
Ｂ1 １２名 ４名  
Ｂ2 ２名 









一般就労  ０名 
就労移行  ０名 
就労継続Ａ  ０名 
就労継続Ｂ  ４名 
生活介護  ０名 
入所施設  ０名 
在宅  ０名 
入院  ０名 













No(種別) １（私立特別支援学校） ２（無認可各種学校）※法定外 ３（私立高等専修学校） 


















































































No(種別) ４（自立訓練事業所） ５（自立訓練事業所） 

























































































No(種別) ６（多機能型生活支援センター） ７（多機能型事業所) ８（自立訓練事業所) 































































































































No(種別) ９（自立訓練事業所） １０(自立訓練事業所) 

















































































































































































































































































































































（３）高等部本科と専攻科の違い ※特別支援学校等専攻科教員 22 名対象 
１）実践上の違い(24) 





























































































































































・作文 ・便り ・日記 ・唱和 
・余暇（漢字検定） 
・ゼミ ・卒論 ・研究ゼミ ・総合学習 
 
＜福祉事業型専攻科> 






























































































































































































・自己研修ゼミ ・ゼミ ・卒論 
 




・特別プログラム ・陶芸 ・文化芸術 





















































































・研究ゼミ ・テーマ研究､発表 ・ゼミ ・
卒論 
 


































































































































































・自己研修ゼミ ・ゼミ  
・卒論 ・テーマ研究 
・総合学習(研修旅行) ・特別活動  

















・行事 ・運動会 ・発表会 
・音楽活動の中で演奏会を聞く 
・自治会活動 
・「春･夏･秋･冬の挑戦」の計画と実行  
・男女別プログラム 
・チャレンジフェスタ 
・チカホでの販売活動 
・選択活動 
・模擬体験喫茶店 
・全体ミーティング  
 
・すべての場面で大切にしている 
・ウォーキング、リレーマラソン 
・スポーツ、文化的活動の実施 
・フットベースボール､バレーボール､卓球､
バドミントン､陸上等 
 
 
 
・宿泊学習での調理､マリアハウスでの担当
など､自分で選び､責任を持ち､集団の中で力
を発揮する 
・自治会活動、雑談、計画･実行･振り返り 
 
 
 
 
 
・１つのテーマへ向かう議論の場 
・おそろいの T シャツやスカーフを作って参
加する 
 
・計画→実行→ふり返りと主体的活動 
・計画→実行→ふり返りと主体的活動） 
・テーマに沿って調査､研究､発表を行う 
・集団で企画､立案し､運営する 
・集団で話し合い､各自役割を持って取り組
む 
・意見を出し合いながら議論し､まとめ､実践
していき､最後に振り返りをおこなう 
・喫茶活動 
・小物づくり含む 
・３つの活動から自分がやりたい活動を選ぶ 
・仕入れ、仕込み、開店、会計、振り返り 
・常に自ら考え、発言を促すスタイル。司会
や記録を自主的に選択し､スタッフの介入は
最小限 
